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編集方針 
　エプソントヨコム株式会社は環境保全活動を積極

的に推進しています。本報告書は、当社の環境活動

の考え方、取組み事例などをわかり易くお伝えし、

ご理解いただくことを目的に作成しました。 

 

○報告対象範囲 

・対象期間：2005年4月～2006年3月 

※エプソントヨコム株式会社は、2005年

10月にセイコーエプソン（株）の水晶事業

と東洋通信機（株）が事業統合して発足し

ました。エプソントヨコム（株）としての

活動は2005年10月以降の半年間ですが、

本報告書では4～9月の環境活動状況（環

境データを含む）を加え、1年間の活動報

告としています。 

 

・対象組織、拠点：エプソントヨコム株式会社主要

　拠点（本社、営業拠点を除く） 

※事業統合後、本社の環境組織整備は2006

年1月に終了したため、本報告書の対象範

囲から除いています。また、本社の環境

データはセイコーエプソン（株）日野事

業所の中に含まれています。 

 

○主な関連資料 

・ エプソントヨコム株式会社　会社案内 

・ エプソン　サステナビリティレポート2006 

 

○次回発行予定 

・ 2007年6月 

目次・編集方針 
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資料　環境データ 

 
沿革 

エプソントヨコム株式会社 

1891.7

1938.11

1961.10

1972.11

1971.8

1984.6

1977.1

1998.4

1994.10

1998.12

2000.3

2006.4 セイコーエプソン株式会社の 
光学デバイス事業を統合 

2005.10.1
セイコーエプソン株式会社 
の水晶デバイス事業部と 
東洋通信機株式会社が 
事業統合 

1942.5

1959.6

1990.9

2003.6

1997.11

吉村商会をそれぞれ継承した 
東洋無線電信電話株式会社と 
明昭電気株式会社の両者が 
合併し、東洋通信機株式会社設立 

東京証券取引所第二部に上場 

吉村鉄之助、吉村商会を東京・芝に 
設立し、通信機器の製造販売を開始 

東京証券取引所第一部に上場 

福島東洋通信機株式会社 
（保原工場）を設立 

福島東洋通信機株式会社 
小高工場操業開始 

宮崎東洋通信機株式会社を設立 

福島東洋通信機株式会社と 
宮崎東洋通信機株式会社を 
吸収合併 

相模事業所がISO14001の認証 
を取得 

保原、小高事業所がISO14001の 
認証を取得 

宮崎事業所がISO14001の 
認証を取得 

セイコーエプソンの前身として、 
有限会社大和工業創立 

伊那事業所の前身として、 
有限会社松島工業が設立、 
8月操業を開始 

松島工業株式会社が 
セイコーエプソン株式会社と 
合併し、セイコーエプソン株式会社 
伊那事業所となる 

伊那事業所がISO14001の 
認証を取得 

東京証券取引所第一部へ 
株式上場 
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主要製品 
 

会社概要 
・商号：エプソントヨコム株式会社 

　EPSON TOYOCOM CORPORATION（英文名） 

・本社：東京都日野市日野421-8 

・創業：1891年7月 

・設立：1938年11月15日 

・資本金：9,560百万円（2006年3月末日現在） 

・従業員数：約1,700名（2006年4月1日現在） 

・事業内容：水晶を基礎とした「タイミングデバイス」

「センシングデバイス」「オプトデバイス」の３つの

製品群の開発、製造、および販売 

・売上高／経常利益：430億円／75億円（連結） 

　※2005年10月～2006年3月までの6ヶ月間の実績 
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会社概要 
環境報告書　2006

国内拠点 

海外拠点 

生産拠点、営業ネットワーク 

米国/ワシントン州 

タイ/チェチェンサオ 

※写真は生産拠点 
※*印は連結対象外 

EPSON TOYOCOM SEATTLE, INC.

EPSON TOYOCOM (THAILAND) LTD.

フィリピン/カブヤオ*
EPSON PRECISION (PHILIPPINES) INC.
フィリピン/カブヤオ*
EPSON PRECISION (PHILIPPINES) INC.

※海外の営業拠点（黄色の四角）はセイコーエプソンの拠点を活用。 

インドネシア/バタム 
PT. EPSON TOYOCOM INDONESIA
インドネシア/バタム 

PT. EPSON TOYOCOM INDONESIA

中国/無錫 
EPSON TOYOCOM (WUXI) CO.,LTD.

中国/蘇州*
SUZHOU EPSON CO., LTD.

シンガポール 

韓国 

台北 

北京 
上海 

深
ドイツ 

米国 

湘南事業所（神奈川） 

伊那事業所（長野） 

保原事業所（福島） 

小高事業所（福島） 

宮崎事業所 

本社（東京） 

営業、スタッフ 

研究開発、試作、生産 

研究開発、試作 

生産拠点 

生産拠点 

生産拠点 

仙台営業所 

大阪営業所 

名古屋営業所 

長野営業所 

香港 

オプトデバイス 
水晶やガラス等の持つ光学的
な特性を利用したデバイス。 

センシングデバイス 
ジャイロ、温度、圧力など物
理量を電気信号へと変換する
デバイス。 

タイミングデバイス 
正しい時間とスピードで情報
を送るためのタイミング信号
や連続した同期信号を提供す
るデバイス。 

マレーシア/クアラルンプール 
EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.

マレーシア/クアラルンプール 
EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.

釧 圸
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ごあいさつ 
環境報告書　2006

　「水晶デバイスのリーディングカンパニーになる」 ― この決意のもと、2005年

10月にセイコーエプソンの水晶デバイス事業と東洋通信機とが事業統合し、エプソ

ントヨコムは新たなスタートを切りました。エプソントヨコム初年度の環境活動を

とりまとめ、ここに環境報告書として皆様にご報告を致します。 

 

　私たち水晶デバイスメーカーを取り巻く市場環境は、急速に進むデジタル化、

ブロードバンド化などによりここ数年急激に変化しています。ユビキタス社会に

おけるキーデバイスとして水晶デバイスは高機能化、高精度化が求められています。

こうしたお客様のご期待に応え、真のリーディングカンパニーになるとの想いで日々

の事業活動をおこなっております。 

　私たちの目指すリーディングカンパニーとは、競争力のある商品を創出し、市場に

提供するだけでは不十分です。企業が発展するには社会から必要とされる企業であら

ねばならず、地球環境に配慮した企業経営は21世紀の今日では不可欠と認識しており

ます。当社企業理念にも掲げた「良い会社」であるために、社員一人ひとりが高い倫

理観をもちながら日々行動し、企業としての社会的責任を果たしていく所存です。 

 

　2005年は事業統合という節目の年になりました。これを機に環境活動についてもこ

れまでの事業所別の活動を統合し、全社一丸となって高い環境保全目標にチャレンジ

して参ります。 

　この環境報告書を通じ、当社の環境活動への取り組みをご理解いただき、忌憚の

無いご意見をいただければ幸いです。 
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エプソントヨコム 経 営 理 念

水 晶 を 核 と し た 高 品 質 な 電 子 デ バ イ ス と

そ の 応 用 技 術 を お 客 様 に 提 供 し 、 世 界 の

電子産業の発展に貢献できる会社でありたい。

社会や環境の変化とニーズを鋭く感じ取り、

素早く対応できる、信頼された

「良い会社」でありたい。

すべての社員が良き企業市民として社会的

責任を果たし、感性を磨き、創造と挑戦により、

幸福で健康な生活を求めていきたい。

エプソントヨコムグループ 環境活動方針
 

エプソントヨコムグループは水晶デバイス製品及びその関連製
品の製造・販売を行っており、その製品は国内外で広く使用さ
れています。ここに、自社の企業活動および製品等が環境に与
える影響を十分に認識し、セイコーエプソングループ環境理念
の実践を目指して、環境活動方針を定め、全員参加で取り組む
こととします。 

１．省資源・省エネルギー・グリーン調達および化学物質の適
正管理と削減等を推進し、環境に配慮した水晶デバイス製
品及びその関連製品の創出・提供、および環境への影響の
低減を目指したプロセスの構築と革新に取り組みます。

２．環境関連法規・条例および当社が同意したその他の要求事
項を遵守することはもとより、必要に応じ自主基準を設け、
環境活動の継続的改善によって汚染の予防をはかります。 

３．環境目的・目標を設定して活動に取り組むとともに、環境
管理システムの見直しを定期的に行い、環境活動のレベル
の向上に努めます。 

４．地域との交流を通じて地域の環境保全に努めます。 

この方針は文書化し、全従業員はもとより当グループの事業に
従事する全ての人に周知徹底すると共に、社外への公開を行い
ます。 

２００５年１０月１日 制定

代表取締役社長
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環境マネジメント 

●環境計画と推進体制 

　当社では経営理念に掲げる“信頼される「良い会

社」”を実現するため、全社統一の環境方針のもと、

環境活動の計画を策定し活動を推進しています。活

動の推進にあたっては国際規格ISO14001に基づく環

境マネジメントシステムを活用し、計画の実行、点検、

是正を行っています（当社の主要拠点は全て

ISO14001の認証を取得済み）。 

　2005年10月の事業統合により環境マネジメントの

統合化を推進していますが、2005年度はその途上に

あったため計画（目標値設定含む）および実績管理

は推進組織である事業所ごとの個別管理を基本とし

ました。 

　2006年度は環境マネジメントの全社統一化を更に

推し進め、全事業所統一の仕組みによるISO統合認

証の取得を目指しています。 
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環境方針・計画 

著しい環境側面 

環境理念 

環境活動方針 

事業所  環境方針 

ユニット環境活動計画 

環境総合施策（中期計画） 

年度環境活動計画 

事業所　年度環境活動計画 

環境総合施策（中期計画） 

セ
イ
コ
ー 

エ
プ
ソ
ン 

グ
ル
ー
プ 

エ
プ
ソ
ン
ト
ヨ
コ
ム 

環境活動推進組織 

最高責任者 

総括　環境管理責任者 

経営会議 *1 *2

社  長 

環境担当役員 

環境担当部門長 
*3

環境推進委員会 

構成：*1～*4の代表メンバー 
*4
部会 

ISO１４００１、 
グリーンファクトリー、 
環境商品 

職場の業務活動 

環境事務局 

事業所  全社  

●リスクマネジメント 

　排水、排気、排出物（廃棄物）など環境に大きな

影響を与える可能性のある側面について、排出基準

や管理手順を定め厳しい管理を実施しています。各

事業所では法規制以上に厳しい管理基準を定め日常

の運転管理を行い、環境汚染の未然防止に努めてい

ます。また、万が一の事故に備えての訓練を定期的

に実施しています。 

　2005年度の環境に関する法規制値超過、事故、訴訟、

罰金はありませんでした。また、地域住民の皆様か

らの苦情については湘南事業所で3件の苦情を頂きま

した。3件とも敷地境界線の樹木の枝が敷地外に伸び

ているので伐採して欲しいとの内容で、速やかに対

応をとっています。 

　地域住民に配慮し防音

壁を自主設置（宮崎事業

所）。 

 

 

　敷地外への排水口には

PHの異常時に作動する自

動遮断弁を設置（宮崎事

業所）。 

 

　廃棄物回収時の事故を

想定した訓練を廃棄物回

収業者と共同で実施（保

原事業所）。 

 

 

　また、伊那事業所では地域の皆様への報告会（環

境活動地域報告会）を実施しています。環境活動の

方針説明や、事業所の設備見学を行い、環境活動に

対し意見や提言を頂いています。この取り組みは他

の事業所でも2006年度から実施をしていく予定です。 

 

環境管理システム責任者 

環境推進委員会 

環境活動　推進組織 

環境事務局 

環境管理システム責任者 環境管理責任者 
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●環境商品創出の基本方針 

　当社では商品の環境性能向上にあたって「省エネ

設計」「省資源」「有害物質の排除」を基本方針と

して商品開発を進めています。 

　2005年度は、このうち省資源（小型化）、有害物

質の排除（含有化学物質の管理）にて大きな成果を

得ることが出来ました。 

 

●省資源設計（商品の小型化） 

　当社が製造する水晶デバイスは、携帯端末からイ

ンフラまで幅広い分野の機器（製品）で使用してい

ただいています。ブロードバンド化、ユビキタス化

が進むネットワーク市場において、水晶デバイスの

省電力化、小型化はお客様の大きなニーズでもあり

ます。 

　商品の小型化については、メガヘルツ帯水晶振動

子を例にとると、新規パッケージの開発やチップ構

造の設計改良により、従来比36％の小型化（FA-128）

に成功しています（占有面積比）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●有害物質の排除（製品含有化学物質管理） 

　欧州RoHS指令*に代表されるように製品に含有さ

れる化学物質の管理強化が求められています。当社

では、2006年7月から施行されるRoHS指令*を遵守す

  

Size: 
2.0×1.6×0.5ｔ 
（mm） 

Size: 
2.5×2.0×0.55ｔ 
（mm） 

Size: 
3.2×2.5×0.6ｔ 
（mm） 

環境商品の創出 
環境報告書　2006

製品含有化学物質の管理活動 
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製品小型化の事例 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

（mm2） 

ＦＡ-238 ＦＡ-20Ｈ ＦＡ-128

面
積
 

調達先企業 
（ベンダー） 

顧客企業 

・グリーンベンダー調査・認定 
・グリーン生産材調査・認定 

開発・設計 

仕組みづくり 

受入検証 

・技術開発 
・製品アセスメント 

・含有化学物質管理DB化 

・XRF装置による独自分析 

・お問合せへの回答 情報提供 

客先承認取得 

生産材グリーン購入 

営業 

環境 

開発 
設計 

技術 

環境 

購買 

品質保証 

エ
プ
ソ
ン
ト
ヨ
コ
ム 

るための活動を展開し、2006年3月で対応が完了して

います。（一部お客様からの要求を除く）。 

　製品含有化学物質の適正管理には、環境管理部署

のみならず、購買、開発・設計、品質保証、営業と

全社を挙げて推進しています。 

*RoHS指令：「Restriction of the use of certain Hazardous 

Substances in electrical and electric equipment」指令。電気電

子機器を対象に，Pb（鉛），Cd（カドミウム），Hg（水銀），6

価クロム，PBB（ポリ臭化ビフェニル），PBDE（ポリ臭化ジ

フェニルエーテル）の6つの物質の使用が2006年7月から

EU域内で規制される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産材グリーン購入活動 

　当社では生産部材を調達する際の環境活動として

生産材グリーン購入活動を展開しています。生産材

グリーン購入活動では「グリーンベンダー」「グリ

ーン生産材」の２つの調査、認定、登録を行い、環

境に配慮した企業から、環境負荷のより少ない生産

材を優先的に購入しています。 

あわせて、調達先企業からは、この段階で製品に含

まれる化学物質の情報を当社に提供していただいて

います。 
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環境商品の創出 
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環境報告書　2006

XRF（蛍光X線分析装置）外観 

製品含有化学物質管理システム 

　また、2006年度より

XRF（蛍光X線分析装

置）を導入し新規生産

部材の有害物質評価や

生産部材受入検証等を

開始します。 

 

有害化学物質を含まない商品の開発 

　環境負荷の大きな化学物質については、代替物質

への切り替えを進めています。製品に含まれる鉛に

関しては数年前より技術開発を行い、2004年度末に、

ウィスカ*対策やメッキ変更による実装性の課題をク

リアし、鉛フリーに対応した製品の技術開発が終了

しています。開発した技術を基に2005年度は、その

改善・改良を推進しました。 

　現在、新規受注品については鉛フリー対応製品を

基本に、取り引き中の製品についてはお客様の承認

を頂き次第、鉛フリー対応製品の生産と納入を実施

しています。 

 

*ウィスカ： 

金属の表面に発生す

る針状の結晶のこと。

ウィスカが発生する

と端子間でのショー

ト等が発生する。 

 

鉛フリー化製品の詳細は当社製品カタログ、または当社

ホームページをご参照下さい（http://www.epsontoyocom.co.jp/） 

 

●環境商品創出の仕組みづくり 

　環境に配慮した製品を継続的に開発、提供してい

くために当社では開発設計に関する社内基準の整備

や化学物質データベースの整備などの仕組みづくり

にも注力しています。 

 

製品アセスメントの実施 

　製品の開発設計時に遵守すべき基準（デザインレ

ビュー基準）の中に、「製品アセスメント」の実施

を義務づけています。製品アセスメントではその製

品に含まれる化学物質の種類や量をはじめ、約20項

目の環境配慮性評価を実施しており、全項目評価が

終了しない製品は原則として生産することができま

せん。 

 

製品含有化学物質のデータベース管理 

　設計者が製品設計時に適切な部材を容易に選択可

能にすることおよび、製品含有物質の確実な管理を

効率的に実施するため、電子システムによるデータ

ベース管理を展開しています。 

 

お客様への情報提供 

　法規制強化の動きを受けて、当社製品の含有化学

物質に対するお客様からの問合せ件数がここ数年で

大幅に増加していま

す。社内体制とデー

タベースの整備を行

い、正確、迅速に回

答できるよう努めて

います。 

製品含有化学物質　お客様からの問合せ件数 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

2001 2002 2003 2004 2005 年度 

件
数
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●2005年度の実績 

　地球温暖化問題を引起すCO2の発生を抑制するた

め、当社では使用エネルギーの削減（省エネルギ

ー活動）と、地球温暖化物質（PFCｓ）の代替を進

めています。これらの活動を積極的に展開してき

た結果、2005年度のCO2総排出量は前年比11%（約

4,360トン-CO2）削減を達成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　以下に省エネルギー活動によるCO2削減の概要を

紹介します。 

 

●省エネルギー活動 

　当社では省エネルギー活動を７つの段階に分割

し対策を実施しています。各事業所の実態や生産

製品の特徴にあわせて順次推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●活エネ活動 

　エネルギー使用の実態を正確なデータで管理し、

エネルギーの有効活用を推進するのが「活エネ活動」

です。この段階では省エネルギーに対する全社員

の意識向上が重要なポイントになります。活エネ

活動は本格的省エネルギー活動の基盤となる仕組

みづくりと社員の省エネ意識を醸成する活動です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　湘南事業所では、6月と12月を環境向上月間とし

て位置付け、各種取組みの強化を図っています。

2005年6月は、環境省の推進する“クールビズ”と

連動し室温管理の徹底と軽装の促進キャンペーン

を実施しました。 

 

●インフラ整備、対策 

　工場ではものづくりを支えるインフラ（基礎設備）

において大量のエネルギーを消費しています。工

場インフラに着目して対策を講ずることが省エネ

ルギー活動の大きなポイントです。 

 

エアドライヤーの制御変更 

　小高事業所では生産に使用する圧縮空気の水分

を除去するために使用しているエアドライヤーの

制御を変更しエネルギーの削減を実現しました。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

90年 97年 98年 99年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 

41,049

36,689

温暖化物質由来 
エネルギー由来 

t-
C
O
2

ＣＯ２排出量推移 

地球温暖化防止 
環境報告書　2006
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蛍光灯の個別管理 温暖化防止の横断幕 

温度計で室温管理を徹底 夏場の軽装を推進 

省エネルギー活動の推進ステップ 

Ｓｔｅｐ７：生産設備改革 

Ｓｔｅｐ６：新型生産設備導入 

Ｓｔｅｐ５：製造条件の見直し、改善 

Ｓｔｅｐ４：生産機械改善 

Ｓｔｅｐ３：生産機械効率化 

Ｓｔｅｐ２：インフラ整備、対策 

Ｓｔｅｐ１：活エネ活動 
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これまでは、タイマー制御により再生をしていま

したが、これを露点制御に変更し無駄なエアーを

極力削減しました。その結果、年間約54千kWh（CO2

換算：20トン）のエネルギー削減に成功しています。 

 

 

 

 

 

 

 

生産設備の冷却水対策 

　高性能の電子デバイス製造では、工場の室温管

理に大量の冷却水が使用されます。この冷却水を

適切に管理することで大きな省エネ効果が得られ

ています。 

　伊那事業所では2005年度に5号棟の冷却水関連対

策を積極的に推進しました。生産冷却水の冷熱源

変更、氷蓄熱水槽の断熱強化、冷却水を送水する

ポンプのインバータ制御、流量制御などの対策を

行い、年間682千kWｈ（CO2換算：258トン）の削

減を実現しました。 

 

 

 

 

 

 

 

●生産機械改善、製造条件の見直し 

　省エネルギーを大幅に進めるには、現在の生産

方法を総合的に見直し、改善をすることで大きな

効果を得ることができます。当社では省エネルギー、

省スペースで高効率な生産ラインの研究・開発を

行っています。 

従来：油拡散ポンプ 改善後：ターボ分子ポンプ 

08EPSON TOYOCOM CORPORATION

地球温暖化防止 
環境報告書　2006

エアドライヤー装置 露点制御盤 

生産機械の改善 

　ポンプ改善や加熱方式変更により、装置の小型

化と約40％の使用エネルギー削減を実現しました。 

 

 

 

 

 

 

生産ラインの高効率化 

　装置の小型化・省エネ化、生産方式標準化等の

改善の結果、2005年度に開発をした生産ラインで

は既存の生産ラインに比較し、約30％のエネルギ

ー削減を実現しました。 

 

 

 

 

 

 

 

●新エネルギー、低環境負荷エネルギーへの転換 

　当社ではCO2排出がより少ないクリーンエネルギ

ーへの転換を推進しています。 

太陽光発電設備（伊那事業所） 

　1枚120Wの出力能力を持つ太陽光

パネルを420枚設置しています。 

 

燃料電池発電設備（伊那事業所） 

　200kW型（リン酸型）2台と250kW型

（溶融炭酸塩型）2台の合計4台を設置。

高いエネルギー効率を確保しています。 

 

液化天然ガス（LNG）への代替化（伊那事業所） 

　CO2排出が少ない天然ガスを燃料

電池の発電燃料として使用しています。 

送水ポンプ 氷蓄熱水槽 

生産ラインの省エネルギー化 

0

20

40

60

80

100

120 ※生産に必要なエネルギーを既存ラインを100として比較 

既存ライン 

改良ライン 

約30％削減 
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●2005年度の実績 

　資源の有効活用を図るため、廃棄物の排出量削

減や、再資源化の取り組みを進めています。2005

年度の総排出量（廃棄物の排出量および有価物の

総排出量）は前年度比4.4%（57トン）削減し1,234

トンとなりました。またリサイクル率も18ポイン

ト向上し75%になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ゼロエミッション活動の推進 

　セイコーエプソングループではゼロエミッショ

ン（排出物ゼロ）活動を「レベル1」「レベル2」

の2段階で推進しています。レベル１は、事業活動

からの排出物再資源化100％を到達点にしています

（生活系の廃棄物は除く）。 

更に、レベル2の活動では、再資源化の有無にかか

わらず、排出される量そのものの削減と排出物の

高次再資源化を目指しています。伊那事業所は

2001年度にゼロエミッションレベル１の社内認定

を取得、他事業所もゼロエミッションレベル1を目

指して活動を推進しています。 

 

●廃棄物の分別徹底と再資源化 

　当社では職場から排出される不要物の分別回収

を徹底し、再利用、再資源化の促進に努めています。 

職場の分別回収コーナーでは、不要物の種類ごと

に徹底した分別回収を実施しています。 

職場で分別された廃棄物は、

事業所内に設けられた分別

回収ステーションに種類ご

と収集されます。分別徹底

と排出量を計測するために、

回収の曜日、時間を定めて

ステーションへの収集を行

っている事業所もあります。 

 

 

 

廃油、廃プラスチックの再資源化 

　宮崎事業所では、従来、埋立および焼却処分し

ていた廃油や廃プラスチックを2005年10月より、

セメント材料の助燃剤等に再資源化しています。

この取り組みにより、2004年度12％であった宮崎

事業所のリサイクル率は、2005年度には56％へと

大きく向上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　小高事業所では、年間約4トン排出していた廃プ

ラスチックを発電所の燃料として活用するリサイ

クルルートを構築しました。 

 

 

 

 

 

 

 

ゼロエミッション 
環境報告書　2006
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廃プラスチック 発電所の燃料に活用 

職場ごと計量 

分別回収ステーション 

廃油のリサイクル 

排出物量の推移 
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49%

670

1,315

645

57%

557

1,291

735

75%

304

1.234

930

宮崎事業所 リサイクル業者 セメント工場 

廃油、廃アルカリ エマルジョン燃料化 セメント材料製造時 
の補助燃料に活用 
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汚泥の減量化 

　事業所の雑排水処理から発生する汚泥は事業所

から搬出する前に脱水処理を行い、質量・体積の

最小化をしています。伊那事業所では、従来の脱

水処理に加え、天日（太陽光）による自然乾燥処

理を行っています。この自然乾燥処理により、年

間約12トンの減量化に成功しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部品納入時の取り組み 

　廃棄物を出さないためには、分別・リサイクル

だけではなく、入り口側からの対策も欠かせません。

小高事業所では部材

供給先メーカーに働

きかけ、部材納品時

に同梱される緩衝材

の簡易化と共通化を

推進してきました。 

従来は供給メーカー

ごとに異なる緩衝材を、供給メーカーの協力によ

り１種類に集約しました。また当社からの納品先

メーカーにも理解を頂き、この緩衝材を当社から

の納品時にも再利用するようにしました。こうし

た取り組みにより廃プラスチックの排出量を17%削

減することができました。 

 

社員食堂の生ごみリサイクル 

　廃棄物の削減を進める上で、社員食堂から排出

される生ごみの再資源化に取り組むことも必要に

なってきます。小高事業所では、食堂の生ごみを

堆肥化し、事業所敷地内にある“トヨコム農園”

で栽培している野菜の肥料として利用しています。

農園でとれた野菜は希望する従業員へ配布されて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●廃棄物処理業者の現地確認調査 

　当社では、排出事

業者としての責務を

果たすため、廃棄物

の処理、再資源化委

託業者に対し、定期

的に現地の確認調査

を実施しています。

例えば、保原事業所では2005年度に委託先13社を

訪問。委託契約書に記載された内容で適正に処理

がなされているか、遵法上の問題は無いかを確認

しています。 

乾燥前 乾燥後 

質量：１０００ｇ 質量：３２０ｇ 

汚泥天日乾燥の効果 

体積：約半減 
質量：約1/3

従来の緩衝材 改善後の緩衝材 

堆肥化 社内農園で活用 

社員食堂から生ごみ発生 収穫物は従業員へ 

10EPSON TOYOCOM CORPORATION

ゼロエミッション 
環境報告書　2006

食堂生ごみのリサイクル 
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●化学物質管理の考え方 

　当社では製品の製造工程で多くの化学物質を使用

しています。2005年10月の事業統合後、それまで事

業所ごとに実施していた化学物質管理活動を継続し

つつ、セイコーエプソングループで進める化学物質

管理の考え方を、全社・全事業所へ展開し、管理の

しくみを統一する活動を実施しています。 

 

化学物質管理の推進ステップ 

　化学物質管理の最初の取り組みとして、まず使用

している全化学物質を漏れなくリストアップし、そ

の使用量を正確に把握することから活動を開始します。 

　次にリストアップされた化学物質がセイコーエプ

ソングループ統一の管理区分である「使用禁止物質」

「使用禁止目標物質」「地球温暖化削減物質」のい

ずれに該当するかの判定を行います。この管理区分

に該当する物質の使用がある場合、全廃・削減等の

対策を実施することになります。 

　更に、セイコーエプソングループ統一管理区分に

該当しない化学物質であっても、化学物質のリスク

評価を行い削減活動の展開を図ることとしています。 

 

 

 

 

 

 

●PRTRへの取り組み 

化学物質管理 
環境報告書　2006

 
  

※湘南、保原、小高の各事業所では法令届出対象（年間使用量1トン以上）に該当する物質はありませんでした。 

化学物質排出把握管理促進法で義務付けられたPRTRデータを集計し、行政へ必要な報告を行っています。 

化学物質管理の推進ステップ 

E-Chemの画面 
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4種（HFCs、PFCs、NF3、SF6） 地球温暖化削減物質 

9種（特定エチレングリコール類、 
硫酸ベリリウム類等） 使用禁止目標物質 

133種（ベンゼン、特定フロン等） 使用禁止化学物質 

ハザード 
評価指針 

ハザードポイント、 
リスクポイント算出 

実績管理 
E-Chem

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●E-Chemの導入と展開 

　セイコーエプソングループでは化学物質使用量の

把握効率化と精度向上を図るため、電子システム「E-

Chem（化学物質データ管理システム）」をセイコー

エプソングループ共通インフラとして整備、構築し

てきました。E-Chemは現在伊那事業所で稼動中です

が、2006年度中に未稼動事業所（湘南、保原、小高、

宮崎）への導入が完了するよう準備を進めています。 

PRTRデータ　伊那事業所 

283 75 7,500ふっ化水素及びその水溶性塩 7,575

物質Ｎｏ.
大気 公共用水 土壌 埋立処分 下水道 廃棄物 

消費量 
（ｋｇ） 

除去処理量 
（ｋｇ） 

リサイクル量 
（ｋｇ） 

消費量 
（ｋｇ） 

除去処理量 
（ｋｇ） 

リサイクル量 
（ｋｇ） 

化学物質名 取扱量（ｋｇ） 
排出量（ｋｇ） 移動量（ｋｇ） 

PRTRデータ　宮崎事業所 

63 1,270 550 720

139 1,870 370 1,500

キシレン 

o-ジクロルベンゼン 

物質Ｎｏ.
大気 公共用水 土壌 埋立処分 下水道 廃棄物 

取扱量（ｋｇ） 
排出量（ｋｇ） 移動量（ｋｇ） 

化学物質名 

全化学物質の使用実績調査 

セイコーエプソングループ管理基準に基づく 
削減、全廃活動 

リスク評価 

自主削減活動 
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●環境教育 

　環境活動の推進には、社員一人ひとりが環境問題

を正しく理解し、活動に対する役割の理解と意識向

上を図ることが不可欠です。当社では、環境教育を

体系的に構築し、階層別の教育、職場別の教育（専

門教育）を実施し、社員の理解向上に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●社内啓発活動 

　活動の推進状況を事業所内で共有化し意識向上を

図るため、各事業所では環境掲示コーナーを設ける

など啓発活動に力を入れています。また毎年6月を環

境月間とし、各種キャンペーン活動や社内のパトロ

ール、環境負荷の集中測定などを実施しています。 

　2005年度は、環境省が推進する国民運動「チーム・

マイナス6%」への当社が参加したことを機会に、夏

季の軽装推進（クールビズ）、省エネルギー・廃棄

物管理の職場チェックと改善を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

●社会貢献活動 

　地域社会から信頼される会社であるために、当社

では事業所所在地域への社会貢献活動として、清掃

活動などを積極的に実施しています。 

　伊那事業所では、天竜川河岸の清掃活動「天竜川

水系環境ピクニック（主催：（財）長野県テクノ財

団伊那テクノバレー地域センター他）」に継続して

参画しています。2005年度は5月22日に実施され、従

業員家族を含め当社からは約200名が参加しました。 

　小高事業所では、所在する福島県南相馬市が構築

する環境マネジメントシステムISO14001の内部監査

に対して、毎年2名の社員を内部監査人として派遣し、

企業の視点から南相馬市の環境マネジメントシステ

ム向上に貢献しています。 
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階層別教育（必須） 

新入社員  

一般社員  

管理職  

専門教育（選択） 

廃
棄
物
管
理
教
育 

公
害
防
止
教
育 

内
部
監
査
人
教
育 

新
任
課
長 

研
修 

入
社
時 

教
育 

基
礎
教
育 

自
覚
教
育 

掲示コーナー（伊那事業所） 階段を活用した啓発（保原事業所） 

地域清掃活動（湘南事業所） 

環境教育体系 

環境教育の教材（e-ラ－ニング画面） 

地域清掃活動（小高事業所） 

天竜川環境ピクニック（伊那事業所） 親子水質調査（伊那事業所） 

教育・啓発・社会貢献 
環境報告書　2006
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●事業所環境データ 

資料　環境データ 
環境報告書　2006

※　電力使用量：自家発電による電力および太陽光発電なども含んでいます／ 

※　「－」：規制値なし、または測定値なし 

本社 〒191－8501  東京都日野市日野421－8 操業年 
本社機能、営業 TEL　042－581－1707（代表）　FAX 042－581－1722

※セイコーエプソン（株）日野事業所内に所在するため、事業所環境データはセイコーエプソン（株）にて開示。 

1985年 

湘南事業所 〒253－0192  神奈川県高座郡寒川町小谷2－1－1 操業年 
水晶デバイスの開発・設計 TEL 0467－74－1131（代表）　FAX 0467－74－1179

土地面積 建物延床面積 用途地域 電力使用量 排出物総排出量 水供給量 放流先 PCB保有量 PRTR
8.6万m2

 3.0万m2
 準工業地域 5,345千kWｈ 157t 63,710m3

 河川・下水道 1,976台 該当なし 

水質（河川） PH BOD
（mg/ｌ） 

COD
（mg/ｌ） 

SS
（mg/ｌ） 

鉱油 
（mg/ｌ） 

動植物油 
（mg/ｌ） 

大腸菌 
（個/cm3） 

法規制値 5.8～8.6 60 － 90 5 10 － 
実測最大値 7.0～7.9 25 － 26.5 1.3 1.3 － 

大気 ボイラー本数 
（本） 

NOｘ 
（Nm3/h） 

SOｘ 
（Nｍ3/ｈ） 

ばいじん 
(ｇ/h） 

PH BOD
（mg/ｌ） 

COD
（mg/ｌ） 

SS
（mg/ｌ） 

鉱油 
（mg/ｌ） 

動植物油 
（mg/ｌ） 

大腸菌 
（個/cm3） 

ボイラー本数 
（本） 

NOｘ 
（ppm） 

SOｘ 
（Nｍ3/ｈ） 

ばいじん 
(mｇ/Nm3） 

PH BOD
（mg/ｌ） 

COD
（mg/ｌ） 

SS
（mg/ｌ） 

鉱油 
（mg/ｌ） 

動植物油 
（mg/ｌ） 

大腸菌 
（個/cm3） 

ボイラー本数 
（本） 

NOｘ 
（ppm） 

SOｘ 
（Nｍ3/ｈ） 

ばいじん 
(mｇ/Nm3） 

PH BOD
（mg/ｌ） 

COD
（mg/ｌ） 

SS
（mg/ｌ） 

鉱油 
（mg/ｌ） 

動植物油 
（mg/ｌ） 

大腸菌 
（個/cm3） 

ボイラー本数 
（本） 

NOｘ 
（ppm） 

SOｘ 
（Nｍ3/ｈ） 

ばいじん 
(mｇ/Nm3） 

PH BOD
（mg/ｌ） 

COD
（mg/ｌ） 

SS
（mg/ｌ） 

鉱油 
（mg/ｌ） 

動植物油 
（mg/ｌ） 

大腸菌 
（個/cm3） 

ボイラー本数 
（本） 

NOｘ 
（ppm） 

SOｘ 
（Nｍ3/ｈ） 

ばいじん 
(mｇ/Nm3） 

土地面積 建物延床面積 用途地域 電力使用量 排出物総排出量 水供給量 放流先 PCB保有量 PRTR

土地面積 建物延床面積 用途地域 電力使用量 排出物総排出量 水供給量 放流先 PCB保有量 PRTR

土地面積 建物延床面積 用途地域 電力使用量 排出物総排出量 水供給量 放流先 PCB保有量 PRTR

土地面積 建物延床面積 用途地域 電力使用量 排出物総排出量 水供給量 放流先 PCB保有量 PRTR

法規制値 0.154 0.37 294
実測最大値 6 0.10 0.03 2.9

1962年 

伊那事業所 〒399－4696  長野県上伊那郡箕輪町中箕輪8548 操業年 
水晶デバイスの開発・設計・生産 TEL　0265－79－2481（代表）　FAX 0265－79－9742 1959年 

4.1万ｍ2
 準工業地域 15,864千kWｈ 344t 173,892ｍ3

 河川 2.5万ｍ2
 P.11参照 

法規制値 5.8～8.6 30 30 50 5 30 3,000
実測最大値 7.3～7.0 7.1 14.0 12 不検出 0.4 160

法規制値 － 

－ 

150 0.32 0.05
実測最大値 4 99 0.092 0.007

57台 

保原事業所 〒960－0671  福島県伊達市保原町東野崎60 操業年 
水晶デバイスの生産 TEL　024－575－4161（代表）　FAX 024－575－2505

3.6万m2
 1.0万ｍ2

 工業専用地域 

1973年 

139t14,926千kWh 河川 73台 該当なし 

法規制値 5.8～8.6 40 － 70 1 10 3,000
実測最大値 6.3～7.4 21.9 17.7 15.5 0.7 0.7 380

法規制値 － 180 6.4 0.3
実測最大値 4 92 0.1未満 0.01未満 

45,474ｍ3
 

小高事業所 〒979－2162  福島県南相馬市小高区飯崎字南原65－1 操業年 
水晶デバイスの生産 TEL　0244－44－5111（代表）　FAX 0244－44－5130 1977年 

宮崎事業所 〒889－1602  宮崎県宮崎郡清武町今泉丙1860 操業年 
水晶デバイスの生産、人工水晶原石の開発・生産 TEL　0985－85－5800（代表）　FAX 0985－85－5801 1985年 

4.5万ｍ2
 1.3万ｍ2

 指定なし 20,621千kWｈ 70t 123,771m3
 河川 0 該当なし 

法規制値 5.8～8.6 25 － 70 5 10
実測最大値 6.4～7.6 － 2.5 不検出 170

3,000
18.7 不検出 

法規制値 － 2.8 300
実測最大値 3 0.1未満 10未満 

180
65

3.9万ｍ2
 1.4万ｍ2

 都市計画区域外 16,991千kWh 524t 357,973m3
 河川 0 P.11参照 

法規制値 5.8～8.6 25
実測最大値 6.5～7.2 13.3

法規制値 
実測最大値 

－ 30 5 － － 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

10.5 1 － － 

水質（河川） 

大気 

水質（河川） 

大気 

水質（河川） 

大気 

水質（河川） 

大気 
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○作成部署、お問合せ先 

　エプソントヨコム株式会社 

　開発技術統括部　生産技術開発部 

　環境安全技術グループ 

　〒399-4696 

　長野県上伊那郡箕輪町中箕輪8548 

　電話：0265-70-6512 

　ファクシミリ：0265-79-7463

●CO2排出量（単位：トン） ●排出物（単位：トン） 

湘南 

伊那 

保原 

小高 

宮崎 

合計 

●水使用量（単位：m
3
）  ●ISO14001認証取得一覧 

湘南 

合計 
伊那 

合計 
保原 

合計 
小高 

合計 
宮崎 

合計 
合計 

合計 

2004年度 2005年度 
エネルギー 2,641
地球温暖化物質 16

合計 2,657
エネルギー 7,458
地球温暖化物質 116

合計 7,573
エネルギー 6,171
地球温暖化物質 2,698

合計 8,869
エネルギー 9,129
地球温暖化物質 906

合計 10,034
エネルギー 7,076
地球温暖化物質 480

合計 7,556

3,311
41

3,352
7,125
2,416
9,541
6,150
1,765
7,915
7,861
2,066
9,927
9,449
866

10,315
エネルギー 33,896 32,474
地球温暖化物質 7,153 4,215

合計 41,049 36,689

2004年度 2005年度 
湘南 廃棄量 47 29

リサイクル量 153 128
総排出量 200 157

伊那 廃棄量 3 3
リサイクル量 350 341

総排出量 353 344
保原 廃棄量 44 35

リサイクル量 120 104
総排出量 164 139

小高 廃棄量 6 7
リサイクル量 51

57
63

総排出量 70
宮崎 廃棄量 456 230

リサイクル量 60
516

※単位未満の値を四捨五入しているため、内訳と合計の値が一致しないことがあります。 

294
総排出量 524

合計 廃棄量 557 304
リサイクル量 735 930

総排出量 1,291 1,234

取得単位 取得年月 認証機関 

湘南事業所 1998.4 DNV
伊那事業所 1997.11 BVQI
保原事業所 1998.12 DNV
小高事業所 1998.12 DNV
宮崎事業所 2000.3 DNV

2004年度 2005年度 
上水 21,726 21,247
井水 79,448 42,463

63,710101,174
上水 20,877 23,739
井水 146,430 150,153

173,892
上水 41,746 45,474
井水 0 0

45,474
上水 3,571 3,459
井水 86,419 120,312

123,771
上水 26,425 12,587
井水 354,977 345,386

357,973

167,307

41,746

89,990

381,402
上水 114,345 106,506
井水 667,274 658,314

781,619 764,820
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